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令和６年度概算要求等における内閣府防災の重点事項 
（予算要求、機構・定員要求） 

＜防災対策の推進＞ 
近年、激甚化・頻発化する⾃然災害に対応するため、これまで得ら

れた教訓を踏まえ、以下の事項に重点的に取り組む。 

Ⅰ 地震・⽕⼭・⾵⽔害等への対応の強化 
＜予算要求＞ 

・⾸都直下地震対策の⾒直しに向けた検討 
【184 百万円(85 百万円)】 

・改正活⽕⼭法を踏まえた⽕⼭防災対策の強化と普及啓発 
    【81 百万円(34 百万円)】 

Ⅱ 防災デジタルプラットフォームの構築など防災ＤＸの推進 
＜予算要求＞ 
・防災デジタルプラットフォームの構築（次期総合防災情報システ

ムの運⽤・整備等を含む）        【1,689 百万円(260 百万円)】 

Ⅲ 被災者⽀援の充実・強化 
＜予算要求＞ 

・災害中間⽀援組織の育成等を通じた官⺠連携体制の整備・強化 
【102 百万円(86 百万円)】  

・個別避難計画・災害ケースマネジメントの取組の推進              
【46 百万円(38 百万円)】 

Ⅳ 防災を担う⼈材の育成など防災体制の充実・強化 
＜予算要求＞ 

・防災スペシャリストの養成など防災⼈材育成に向けた有明の丘
研修等の充実               【119 百万円(68 百万円)】 

＜機構・定員要求＞ 
・防災 DX の推進等のための体制の抜本強化等の観点から、⼈
員・組織を拡充 

Ⅴ 国際防災協⼒の推進 
＜予算要求＞ 
・「仙台防災枠組」後半期の推進加速化と戦略的な海外展開の⽀援 

【273 百万円(236 百万円)】 

1



令和６年度内閣府防災部門

概算要求 

2



3



4



５年度 対前年度 令
予算額 概算要求 増△減額

○ 災害予防 830 1,059 228

地震対策の推進 174 268 94

火山災害対策の推進 158 161 3

土砂災害・水害等の災害時における避難対策等の推進 52 56 3

防災計画の充実のための取組推進 8 19 11

社会全体としての事業継続体制の構築推進 37 45 7

防災を担う人材の育成、訓練の充実 191 260 69

実践的な防災行動定着に向けた国民運動の推進 106 132 26

官民連携による被災者支援体制整備等 103 118 15

○ 災害応急対応 1,384 3,070 1,686

災害対応におけるデジタル化の推進等         346 1,751 1,404

南海トラフ地震等に関する応急対策活動の具体計画の実効性検証等 20 23 3

中央防災無線網の整備・維持管理等 935 1,150 215

立川・有明の丘・東扇島施設の維持管理、現地対策本部に係る施設改修等 82 146 64

○ 災害復旧・復興 377 432 55

被災者支援の推進 86 145 59

復興対策の推進 40 36 △ 4

特定地震防災対策施設運営費補助金 251 251 0

○ その他 410 452 41

国際関係経費 236 273 37

一般事務処理経費等 174 179 5

3,001 5,012 2,011

※デジタル庁に一括計上される総合防災情報システム整備費等（17.3億円)が含まれる。

５年度 対前年度 令
予算額 概算要求 増△減額

災害救助費等負担金 2,840 2,840 0

災害弔慰金等負担金 140 140 0

災害援護貸付金 150 150 0

被災者生活再建支援金補助金 600 600 0

3,730 3,730 0

※復興庁一括計上（東日本大震災分）として、災害救助費等負担金等(4.6億円)及び被災者生活再建支援金補助金(11.9億円)

 を別途、要求している。

6,731 8,742 2,011

（注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。

予算額　　合　計

合　計

 ■　災害救助等に係る負担金・補助金
６年度

合　計

令和６年度　内閣府防災部門　概算要求　総括表

区　　　　　　　分 ６年度
（主要事項名）

（単位：百万円）
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1,195 2,038
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令和６年度税制改正要望事項 

 

 

① 既存住宅の耐震リフォーム等に係る特例措置の延長等 [拡充・延長]  

＜税目＞（国税）所得税 

 

 

背景・目的 

我が国の住宅ストックは戸数的には充足。既存住宅活用型市場への転換が

重要である一方で、既存住宅型市場の柱である、住宅リフォーム市場規模は

伸び悩んでいる現状である。リフォームにより住宅ストックの性能を高める

とともに、住宅リフォーム市場を活性化することが必要である。 

 

 

現行制度の概要 

一定の耐震改修工事等を行った場合、以下の合計額（①＋②）を所得税額

から控除する。 

① 耐震改修等の一定の改修工事に係る標準的な工事費用相当額※1の 10％ 

② 上記工事に係る標準的な工事費相当額の限度額超過分及びその他の増改

築等工事の費用に要した額の合計額分※2の５％ 

※１ 耐震改修の場合は 250 万円が上限 

※２ 最大対象工事限度額は標準的な工事費用相当額と同額、かつ、①と②

の合計 1,000 万円を上限とする 

 

 

要望内容 

適用期限を２年間延長し、令和７年 12月 31 日までとする等の措置を講じ

る。 

 

 

＜国土交通省と共同要望＞（内閣府は従要望） 
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② 既存住宅の耐震リフォーム等に係る特例措置の延長 [延長]  

＜税目＞（地方税）固定資産税 

 

 

背景・目的 

 我が国の住宅ストックは戸数的には充足。既存住宅活用型市場への転換が

重要である一方で、既存住宅型市場の柱である、住宅リフォーム市場規模は

伸び悩んでいる現状である。リフォームにより住宅ストックの性能を高める

とともに、住宅リフォーム市場を活性化することが必要である。 

 

 

現行制度の概要 

 耐震改修等が行われた住宅について、下記の割合で固定資産税額を軽減す

る。 

 

翌年度１/２軽減※１ 

※１ 通行障害既存耐震不適格建築物の耐震改修については、翌年度から２

年間１/２軽減。耐震改修後に当該住宅が認定長期優良住宅に該当するこ

ととなるものについては、翌年度２/３軽減。通行障害既存耐震不適格建

築物の耐震改修後に当該住宅が認定長期優良住宅に該当することとなる

ものについては、翌年度２/３軽減、翌々年度１/２軽減。 

 

 

要望内容 

適用期限を２年間延長し、令和８年３月 31 日までとする措置を講じる。 

 

 

＜国土交通省と共同要望＞（内閣府は従要望） 
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③ 津波避難施設に係る特例措置の延長 [延長]  

＜税目＞（地方税）固定資産税 

 

 

背景・目的 

切迫する南海トラフ地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震、首都直下

地震等の発生時における津波による被害の軽減を図るため、地域の身近な場

所に津波避難施設を確保することが必要である。一方で、津波避難施設の管

理協定の締結及び指定は、当該施設所有者等の施設の使用を制限することに

つながることから、本特例措置により、施設所有者等の負担軽減を図ること

によって、津波避難施設の管理協定の締結や指定についての同意を得やすく

する必要がある。また、津波発生時における円滑かつ迅速な避難を確保する

ため、本特例措置により、避難施設に附属する避難の用に供する償却資産の

整備を促進する必要がある。 

 

 

現行制度の概要 

 津波防災地域づくりに関する法律（平成 23年法律第 123 号）に基づく協定

避難施設又は指定避難施設について、その避難の用に供する部分及び避難施

設に附属する避難の用に供する償却資産に関する固定資産税の課税標準を、

協定避難施設は管理協定締結後５年間、１/２を参酌して１/３以上２/３以下

の範囲内において市町村の条例で定める割合に、指定避難施設は指定後５年

間、２/３を参酌して１/２以上５/６以下の範囲内において市町村の条例で定

める割合にする。 

 

 

要望内容 

 適用期限を３年間延長し、令和９年３月 31 日までとする。 

 

 

＜国土交通省と共同要望＞（内閣府は従要望） 
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④ 津波対策に資する港湾施設等に係る課税標準の特例措置の延長 [延長]  

＜税目＞（地方税）固定資産税 

 

 

背景・目的 

臨海部には、行政のみならず民間企業が所有・管理する港湾施設も多数存

在しており、これらの施設の津波対策は地域全体における防災力の向上に寄

与する一方、民間企業にとって、津波対策は非収益投資であること、整備後

のランニングコストが高額になること等から整備が進みにくい現状である。

南海トラフ巨大地震等による津波の脅威に対しては、官民が連携した津波防

災まちづくりが必要であり、地域に必要な津波対策を促進する必要がある。 

 

 

現行制度の概要 

 津波防災地域づくりに関する法律に規定する推進計画に基づき、臨港地区

において民間企業が取得・改良した港湾施設等（護岸、防潮堤、胸壁、津波

避難施設）について、取得後４年間、取得価格に次の割合を乗じて得た額を

課税標準とする。 

（イ）大臣配分又は知事配分資産：１/２ 

（ロ）その他の資産：１/２を参酌して１/３以上２/３以下の範囲内において

市町村の条例で定める割合 

 

 

要望内容 

 現行の措置を４年間（令和６年４月１日～令和 10 年３月 31 日）延長する。 

 

 

＜国土交通省と共同要望＞（内閣府は従要望） 
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令和６年度 内閣府防災の主な機構・定員要求 

令 和 ５ 年 ８ 月

機構要求 

○防災対策

 防災ＤＸの推進等のための体制の抜本強化
企画官（１）の新設

※新設に係る振替財源は検討中。

定員要求 

○防災対策

所要の体制整備のために３人の増員を要求。

以上 
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郵便番号 １００－８９１４ 

東京都千代田区永田町１－６－１ 

中央合同庁舎第８号館３階 

内閣府政策統括官（防災担当） 

電話 （０３）５２５３－２１１１（大代表） 

ＵＲＬ http://www.bousai.go.jp 
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